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（参考）用語解説：システム名（1/4）

システム名 概要

BI
（Business 

Intelligence）

企業に蓄積された大量のデータを分析・可視化するためのシステム
• 経営管理や業務改善に向けて、迅速な意思決定を支援するために用いられる。
• CRMやERP等、様々なシステムに日々蓄積されていく膨大なデータを活用することが求められて

いる中で、複数個所に散在するデータを集計・抽出・分類・分析する。ツールによっては専門的な
知識がなくてもより高度な分析を実行できる仕組みになっており、分析、シミュレーション、レポー
ティング等の機能が備わっている。

CRM
（Customer 

Relationship 
Management）

顧客との関係を管理するマネジメント手法を支援するためのシステム
• 顧客の属性情報に加え、顧客とのコミュニケーション履歴を時間軸に沿って管理する。
• SFA（Sales Force Automation）と呼ばれる、営業支援システムや、MA（Marketing Automation）と呼

ばれる、マーケティング自動化システムと連携することで顧客の情報を統合的に管理したり、施
策の検討や需要予測を生産側に連携したりする。

• SFAでは、主に商談の管理を目的に、顧客管理（各顧客の基本情報や購入・対応履歴などを一括
管理）や、案件管理、売上見込み予測等が実施される。

• MAでは、主に見込み顧客育成を目的に、顧客解析（売れる傾向の分析）やリード情報管理等が
実施される。

ERP
（Enterprise 
Resources 
Planning）

企業経営の基本となる資源要素（ヒト・モノ・カネ・情報）を見える化し、適切な分配、意思決定を支援
するためのシステム

• 企業内に点在している情報を一箇所に集め、情報を一元管理し、その情報を元に企業の状況を
正確かつタイムリーに把握し、経営戦略や戦術を決定していくために用いられる。

• 企業の主要な業務を対象としており、人事・給与管理、販売管理、生産管理、購買管理、会計管
理などの機能が備えられている。
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（参考）用語解説：システム名（2/4）

PLM
（Product Lifecycle 

Management）

製品ライフサイクル全体にわたって技術情報を管理するためのシステム

• 企画、設計開発、生産、調達、物流、販売、アフターサービス等の各プロセスに渡って発生する
様々な技術情報を集約してエンジニアリングチェーンを繋ぎ、製品開発力や企業競争力を強化
することが目的。

• 全工程で情報を共有することで、製品開発力の強化、設計作業の効率化、在庫削減等が可能
となる。

CAD
（Computer-aided 

design）

コンピュータを用いて設計ができる設計支援システム
• 人の手によって行われていた設計作業をコンピュータが支援し、作業効率を高めることが可能。
• 現在では3Dモデルを作成し設計をおこなうことができる「3DCAD」が主流となっている。
• 主な使用用途は、設計図面の作成および、3Dモデル作成である。
• また、CADで作成したモデルを利用して、シミュレーション（CAE：Computer Aided Engineering）や、

生産用データの作成（CAM：Computer Aided Manufacturing）等の工程に情報が連携される。

システム名 概要

MOM
（Manufacturing 

Operations 
Management）

製造オペレーションの管理システム
• MES（Manufacturing Execution System：製造実行システム）やQMS（Quality Management 

System：品質管理システム）の機能を含んだシステムであり、製造指示やスケジューリング、実
績分析などを行うためのシステムである。

• 製造実行システム(MES)の進化形であり、自動化が進んだものをMOMと呼ぶ。
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（参考）用語解説：システム名（3/4）

MES
（Manufacturing 

Execution System）

製造工程の把握や管理、作業者への指示や支援などを行う製造実行システム
• MESは生産管理システムの一つであり、工場の生産ラインの各製造工程、各設備のコントロー

ラー（PLC等）と連携する。

• 機械単位、作業単位で管理（機械の稼働状況、ヒトの工数）をし、生産効率向上と製造コスト削
減を目的としている。

• 機能は、定義・リソース管理、スケジューリング、オペレーション、実績管理の4つの機能群に分
類することができ、さらに細かく分けると12の機能がある。機能すべてを用いるのではなく、必
要に応じて利用するのが一般的。

システム名 概要

PLC
（Programmable 
Logic Controller）

装置・設備の制御プログラムを管理する装置

• シーケンス制御（あらかじめ定められた順序又は手続きに従って制御の各段階を逐次進めて
いく制御）で作動し、各製造装置が実行する動作を事前に順序付けて記憶させることで効率
的・自動的に製造設備を動かすことが可能。

• PLCそのものは、製造現場だけではなく、エアコンや洗濯機などの家電製品やエレベータ、自動
ドアなどの建物設備、変電所などの大規模施設など、様々な用途で用いられている。

DCS
（Distributed 

Control System）

複数のコントローラを用いて装置・設備を分散制御するシステム
• 制御システムの一種で、制御装置が中心に1つあり全体を制御するのではなく、システムを構

成する各機器ごとに制御装置を設ける。

• 制御装置はネットワークで接続され、相互に通信し監視し合う。工場の生産システムによく用い
られる。



6Copyright © Arthur D. Little 2021 . All rights reserved.

（参考）用語解説：システム名（4/4）

IT
（Information 
Technology）

コンピュータやネットワークを利用し、情報を取得・加工・保存・伝送・活用する技術

• 広義には、コンピュータやネットワークに関連する諸分野における技術・設備・サービスなどの
総称。

• これら技術を活用したシステムをITシステムと呼ぶ。
• ICT（Information and Communication Technology）という表現もほぼ同義で用いられているが、

通信を強調する場合はICTが用いられる場合が多い。

システム名 概要

OT
（Operational 
Technology）

物理的な装置や工程を監視・制御するためのハードウェアとソフトウェア技術

• 工場や発電所といったインフラにおいて、必要なシステムや設備の物理的な状態をモニタリン
グし、最適に制御・運用する技術。

• これら技術を活用して、設備等を最適に制御・運用するシステムをOTシステムと呼ぶ。
• OTの例：PLC、DCS等
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CPS導入に向け、製造業を取り巻く環境や業務・業種別特性から、課題の特定と打ち
手の方向性を検討

検討の全体像

業務特性 データ連携課題
打ち手の方向性

(民：メーカー)
打ち手の方向性

(官)
データ連携が
実現しない要因

課題 打ち手要因

• (業種別に異なる要因は特になし)
• (販売・サービス：間接販売、製品のIoT化遅
れが影響)

• 多数の部門間/メーカー⇔サプライヤー間
の調整が必要な擦り合わせ型の開発

• 部品点数の多さ(≒サプライヤー構造の複
雑さ)

• 生産拠点の多さ(≒グローバルな生産体制)

• (業種別に異なる要因は特になし)
‐ 物流は物流業者への業務委託が進んでおり、委託され

ている区間において製品/資材は物流会社側のシステ
ムで管理される

• 販売を自社で行わず、卸/販売会社を通じ
た間接販売(アフターサービス含む)

• 製品のデジタル(IoT)化の遅れ
‐ 低価格製品/非耐久消費財/完成品の一部品等の製品

をデジタル化することは困難

• (業種別に異なる要因は特になし)
• (販売・サービス：間接販売、製品のIoT化遅
れが影響)

• (販売・サービスの課題に起因する課題)
‐ 顧客データや製品の稼働データを活用した研究開発ができない

• (販売・サービスの課題に起因する課題)
‐ 顧客データや製品の稼働データを活用した設計開発ができない

• 企業/部門ごとに異なる設計開発システム
(CAD/PLM)が使用され、設計データの一元管理が
できない

• n次請けまで含めたサプライヤーを把握しきれない
• 工場により生産管理システム(MES)が異なり、

ERP(SCM)へのデータ統合が困難

• (業種共通課題)
‐ 物流業者からのデータ共有は到着予定時刻などに留まり、リアルタ

イムな製品位置情報は把握できず
‐ ジャストインタイムの資材搬入/製品搬出を目的とした、OEMから物

流会社への生産計画共有が希薄

• 間接販売の場合、メーカーが販売会社から詳細な
顧客データを取得できない

• メーカーが製品の稼働/アフターサービスに関わる
データを取得できない

• (販売・サービスの課題に起因する課題)
‐ 顧客データや製品の稼働データを活用した商品・サービスの営業・

マーケ・商品企画ができない

研究開発

設計開発

製造
（含需給・購買）

物流

販売・
サービス

営業・マーケ
商品企画

(部門・社員レベル)
組織能力の構築

(経営層レベル)
経営体制の変革
経営層の意識変革

新たなテクノロジー
の採用

コーディネーション
の促進

インセンティブ
の付与

公共財の提供

心理的な要因

物理的な要因

取組事例、有識者インタビュー等から
データ連携が実現しない根本要因を特定

民間(メーカー)側の打ち手との整合性に
配慮しつつ官側の打ち手を導出

各業務プロセスの特性とそれにより生じるデータ連携課題を特定
(⇒データ連携課題が発生しやすい業種の把握)

3章 4章 6章

外部環境 業務プロセス

労働力
・技術力
減退

業務の
要求
水準
上昇

労働力
補完・
技術力
向上

2章 5章
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少子高齢化により労働力・技術力が減退していく一方、顧客ニーズの多様化や環境
規制の強化により設計/製造等の業務の要求水準が高まってきており、そのギャップ
解消においてはデジタル技術の活用が必須。

出所：ADL

外部環境とデジタル活用の重要性

外部環境

製造業
への影響

少子高齢化による労働力(熟練技術者)の減少

労働力・技術力

労働力・技術力の減退

災害、感染症

(調達・製造・供給の)グローバル化

多品種少量生産(顧客ニーズの多様化)

環境規制の強化

品質基準のグローバル最適化

業務の要求水準の高まり

業務の要求水準
(リードタイムの短縮要求など)

IT・ロボティクス技術を活用した
労働力の補完・技術力の向上

業務の要求水準と労働力・
技術力にギャップが発生
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外部環境を受け、製造業においては業務プロセスごとに各種取組がなされているが、
それらの取組を成功させるためには社内外のデータ連携の推進が不可欠。

出所：ADL

外部環境とデータ連携の必要性

• 企業/部門間でセキュアかつ簡易に研究デー
タを共有・管理することが必要
‐ 協創における企業間連携の重要性の高まり

• 企業/部門間でセキュアかつ簡易に設計デー
タを共有・管理することが必要
‐ 変更情報や不具合情報の他プロセス(部署)との連携の
高まり

• 企業/部門/工場間でセキュアかつ簡易に需
給・購買・生産データを共有・管理し、全体最
適化することが必要

• 自社⇔サプライヤー/物流事業者間で物流
データを連携することが必要

• 製品をデジタル化(IoT化)することで、製品稼
働データを収集することが必要

• 販売会社/顧客から顧客データ(顧客属性/嗜
好/稼働/不具合)をリアルタイムに取得するこ
とが必要

左記取組における
データ連携の必要性

研究開発

設計開発

製造
（含需給・購買）

物流

販売・
サービス

営業・マーケ
商品企画

• リードタイムの短縮化
‐アライアンスの強化(オープンイノベーション、共同
開発)

• トレーサビリティの強化
• リードタイムの短縮化
‐ESOの活用
‐シミュレーション技術の活用

• 多品種少量生産
• リードタイムの短縮化
‐スマートファクトリー化の推進
‐EMSの活用

• 物流の見える化推進
• 共同配送(倉庫含む)の推進
• 新たな物流システムの導入(WMS/ MHS)

• サービス化による差別化/継続収入の確保
• サービス現場での補給品製造(3Dプリンタの活用)

• ITを使った広範囲なニーズ収集
• ITを使った営業・マーケ自動化 (マーケティングオー
トメーション)

製造業における取組外部環境

少子高齢化による労働力の減少

労働力・技術力減退の要因

災害、感染症

環境規制の強化

多品種生産(顧客ニーズの多様化)

(調達・製造・供給の)グローバル化

品質基準のグローバル最適化

業務の要求水準上昇の要因

IT技術の進化

ロボティクス技術の進化

労働力補完・技術力向上の要因
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研究開発・物流関連のシステムは比較的独立性が高い一方、営業・マーケ、設計、製
造、販売・サービスのシステムは社内の他業務システムとの相互連携度が高い。

各業務とシステムの関連性

営業・マーケ
商品企画

研究開発

製造
(含需給・購買)

設計開発

物流

販売・サービス

営業・マーケでは、CRMや営業・マーケ支援ツールがERPの外側に置かれることが多く、販売実績の
管理においてERPと情報を連携

商品企画単独でシステムを持つケースは少ないが、R&Dとの企画書の連携ではPLMを利用

企業独自のシステムが多く、ERPなど他の業務システムとの連携は希薄

部署(担当部品)毎に個別のシステム(主にCAD)が使用されていることが多いが、PLM等を用いたシス
テム統合が進む

MOM/MESの導入が進んでいるが、前段階の設計領域、後段階の物流・倉庫領域との連携やExcel作
業が多く残る計画業務が課題

購買=債務発生となる為、経理連携は必須であり、購買機能は基本的にERPに包含

発注業務及び入庫処理は、通常は自社でシステム化されているが、モノが動いている最中をタイム
リーにデータ化／把握しているケースは少なく、詳細な輸送データは物流会社のシステムが把握

販売機能はERP内に構築されており、顧客情報や販売実績を営業・マーケシステム(CRM)へ共有
在庫販売については、販売情報と在庫・物流情報とのシームレスな連動が肝要
設計が設定するサービス内容に関しては、設計・開発領域とのシステム連携が必要(サービス部品表等)
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BtoB／BtoCで営業・マーケティング対象は異なり、ERPの外側にシステムを構築す
るケースが多いが、共に「販売実績データや顧客情報のERP連携」が肝要。

営業・マーケ/商品企画業務の特徴とシステムとの関係性

研究開発 設計開発 製造
（含需給・購買）

物流
販売・

サービス
営業・マーケ
商品企画

営業・マー
ケ・企画業
務の特徴

システム
関連性等

解析機能含めERPの外側に持つケース多い
販売実績・顧客情報の管理と層別化
（ERPとの情報連携が肝要）
営業ツールの多様化（ポータブル化）
SNSなどのマーケティング機能多様化と、
営業ツールとの連携促進

【B to B】
基本的には、自社基幹製品・技術をシリーズ化し

拡販（顧客毎に営業機能を分けるケースもあり）

営業実績をベースに、マーケティングプラン策定

【B to C】
顧客（C）に最適なマーケティング機能の情報収集

顧客からのFB情報（顧客の声）の集約

営業・マーケティング 商品企画

市場・競合動向を基にした事業ポートフォリオ構築

自社の強みを活かしたブランディングと

商品ラインナップの構築

 （左記）顧客の声を、自社製品へ反映

⇒グローバルでの企画品質向上

設計や製造との情報連携

（企画情報を仕様書等の形で書類連携）

商品企画単独でシステムを持つケースは少
ない（3表作成がメインのERP連関は希薄）
R＆Dとの連携強化を目指したシステム構築
※PLMでの文書管理機能構築など

設計機能との連携は、製品企画書や仕様
書などで、各社各様
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商品企画⇔マーケ/営業間は、製品情報の提供や顧客の声のフィードバックで連携。
マーケ⇔営業間は、顧客情報の管理において連携を行う。

営業・マーケ/商品企画業務の関係性

各業務間でのデータの流れ

主にシステムが使用されている業務

Illustrative

マーケ(販売促進:to 市場/マス顧客)

営業(販売促進:to 一企業/一顧客)

商品企画

市
場
分
析

収
益
性
の
試
算

製
品
ア
イ
デ
ィ
ア
の
創
出

製
品
開
発
計
画
の
策
定

製
品
ラ
イ
ン
ナ
ッ
プ
の
策
定

市
場
分
析

マ
ー
ケ
戦
略
の
策
定

製
品
情
報
管
理

価
格
・
利
益
管
理

顧
客
情
報
管
理

マ
ー
ケ
施
策
の
実
行

マ
ー
ケ
施
策
の
評
価

商
流
分
析

営
業
戦
略
の
策
定

製
品
情
報
管
理

価
格
・
利
益
管
理

顧
客
情
報
管
理

営
業
施
策
の
実
行

営
業
施
策
の
評
価

製品情報の提供

顧客の声の
吸い上げ

顧客の声の
吸い上げ

顧客情報の共有

製品情報の提供

マーケ⇔営業間は顧客情報
の共有が求められる

商品企画⇔マーケ/営業間は商品
開発への顧客の声の反映が重要

出所：ADL分析

販売

販
売
機
能

ERPの販売
機能との連携
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マーケ/営業といった個別プロセスを支援するMA/SFAと、顧客情報を統合管理するCRM
との連携は既に進んでおり、CRMの一部機能としてMA/SFAが提供される事例も存在

出所：ADL分析

営業・マーケ/商品開発業務におけるシステム俯瞰図

CRM
(Customer Relationship Management：顧客管理システム)

SFA
(Sales Force Automation：営業支援システム)

MA
(Marketing Automation：マーケ自動化システム)

見込み顧客育成の自動化
• リード情報管理
• リードの成功見込みのスコアリング
• マーケ施策の種類、タイミングの選択支援
• SNS/メール自動配信

顧客情報の統合管理
• 顧客の属性情報に加え、顧客とのコミュニケーション履歴を時間軸に沿って管理

商談の管理
• 顧客管理
• 案件管理
• 売上見込み予測
• 営業活動管理(日報管理、スケジュール管

理、ToDoリスト)

営業(販売促進：to 一企業/一顧客)マーケ(販売促進：to 市場/マス顧客)

商品企画業務を自動化する
システムは存在せず

CRMの情報は商品企画を行う上での、
基礎データベースをとして利用される

商品企画

顧客情報管理で連携
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販売データに顧客データを紐づけて顧客の声を商品企画に反映したり、需要予測の基と
なるマーケ・営業データを生産管理システムに共有するなど、CRMを軸に他システムと
連携が行われている

出所：ADL分析

営業・マーケ/商品開発業務システムと他システムとの連関

ソ
リ
ュ
ー
シ
ョ
ン

IT

BI/
CRM

ERP

PLM
/CAD

OT

MOM
MES
PLC
DCS

SFAMA

研究開発 設計開発 製造
(含需給・購買)

物流
販売・

サービス
営業マーケ商品企画

商品企画を自動化
するシステムは
存在せず

CRMCRM
(販売・サービスのCRMと同一システム)

“予測”に基づく生産管理

生産管理
(需給)

購買管理 販売管理
物流/

倉庫管理

“実績”に基づく生産管理

顧客の声の反映

• 過去の受注実績やマーケ・営業状況からの予測
に基づき生産量を決定

• 需要予測には、BIやERPが利用されることが多い 受注数や倉庫在庫数に
基づき生産量を決定



17Copyright © Arthur D. Little 2021 . All rights reserved.

特に自動車などの研究・設計開発業務は、多種多様な業務・管理手法が存在しており、
標準化が難しく個々のシステムが乱立している

開発業務の特徴とシステムとの関係性

研究開発 設計開発 製造
（含需給・購買）

物流
販売・

サービス
営業・マーケ
商品企画

研究開発・
設計開発
の特徴

システム
関連性等

独自システムのケースが多く、企業基幹

システムとの連動は希薄

研究開発費としての費用計上は実施

研究開発テーマによって業務が全く異なる

（業務の標準化が非常に難しい）

自動車メーカーから切り離された研究所等で実施

されていることもある

大学や他企業との共同研究・開発も多い

コストセンター的な要素が強く、KPIの設定も難しい

（各開発テーマの上市率等）

研究開発 設計開発

部署（部品）毎に開発スケジュールや開発管理

手法が異なる（車両開発スケジュールは同一）

企業・部署を跨ぐやり取りが非常に多く、

種々情報のタイムリーな更新・周知が困難

業務の種類が非常に多い（後述）

MBDなどの標準化や、CAEなどのシミュレーション

化が急速に進んでいる

関連部署数や部品種別が多く、専用のシス
テムを使用しているケースも多い
現在、PLM等でシステム統合化を図ろうと
している領域（ERPは苦手な領域）
製造領域との連携は、部品表が軸
また、設計データの企業間連携も進む
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開発・設計業務は、開発フェーズ付随業務と、通期に亘る定常業務に分けられ、シス
テムの種類も多いが、開発業務内においてもデータ連携が進んでいない

製造業（例：自動車業界）におけるメーカーの開発・設計業務

量産想定部品表作成

試作部品表作成 量産部品表作成

試作サプライヤ選定 量産サプライヤ選定

設計検討 設計検討

試作出図

量産品評価試作品評価

最終性能確認

量産後量産設計試作設計開発構想フェーズ

製品企画書確認

モジュール／部品
開発計画立案

各国法規要件確認

開発工数算出

車両性能予測

不具合対応

量産準備

試作品発注

試作車両・性能確認

量産出図

量産品発注

車両認証対応

1 2 3 4 5

販促対応

量産工程確認

記者試乗会対応

通 期

工数入力

業務
フロー
(Lv.1)

経費精算 ゲストエンジニア管理 特許作成・届出 部品棚卸業務

6

開発フェー
ズ付随業務

通期に亘る
定常業務

主にシステムが
使用されている業務
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設計業務に点在する複数の仕組みを統合化し、データの整流化／スケジューリング化
を図ろうとするPLM構築の動きが加速している

出所：ADL分析

OEMの開発・設計業務におけるシステム俯瞰図

各
フ
ェ
ー
ズ
で
使
用
す
る

シ
ス
テ
ム
群

通 期

工数管理
システム

経費精算
システム

特許検索
システム

：データ連携に取り組まれている領域

量産後量産設計試作設計開発構想 量産準備

原価・質量管理
システム

部品表システム
不具合情報
システム

CAD/CAE
法規認証

システム/DB

車両性能予測
システム

発注システム

再発防止
システム

PLMでの統合管理

発注システム

制御モデル管理、製品設計、型設計、モデルベースシミュレーション、各種領域3Dシミュレーション、CADデー
タ管理（機械系および電気系）、解析データ管理、開発スケジュール管理、エンジニアリングBOM、原価管理
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自動車組立工場等には古くからMESが導入され、製造領域だけ捉えればシステム化
は（設計領域より）進んでいる。また、設計・物流の両隣プロセスとの連携が進む。

製造領域の特徴とシステムとの関係性

研究開発 設計開発 製造
（含需給・購買）

物流
販売・

サービス
営業・マーケ
商品企画

製造領域
の特徴

システム
関連性等

MOM/MESの導入が進む。特に「自動車組
立ライン・半導体・石油化学・医薬品」業界

前段階の設計領域、後段階の物流・倉庫領
域との連携が課題
また、計画系はExcel作業も多く残る

特に少品種大量生産の場合には、（手作業含め）

ほぼ作業が画一化。電子製品等は全自動化。

一方で、多品種少量生産の場合には、段替え等の

作業を含め、人手が入る事も多い。

スマートファクトリーの概念が一般化されてきており、

品質・作業効率向上が図られている

計画系業務は手作業による部分も多い

製造・需給 購買

試作購買と量産購買で、各顧客との購買契約が

分かれているケースが多い

開発時の型購買（リース含む）の考え方が複雑

但し、「品番等をベースにモノを買う」という行為は

どの部品でも同じなので、発注先／形態管理さえ

しっかり出来ていれば、業務としてはほぼ同一

基本的にはERPに包含
購買=債務発生となる為、経理連携は必須
（経理もERP内が通例）
但し、グローバルのシステム統一化は
企業ガバナンスの考え方の差異に基づく
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製造プロセスの円滑な推進には、部品表を始めとする設計データ（エンジニアリング
チェーン）のデジタル化に、製造データがタイムリーに連動することが肝要

標準的な製造業プロセス～製造領域

標準的な
製造業
プロセス 購買 物流需給

製造2

3 4 5
販売1

【物流プロセス】
廃棄物処理

【販売プロセス】
受注処理

製造に関する
基本戦略立

案

長期計画
立案

（製造）

中期計画
立案

（製造）

短期計画
立案

（製造）

生産設備ｽ
ｹｼﾞｭｰﾘﾝｸﾞ

製造プロ
セス実行

外注管理

製造業務
管理・ﾚﾎﾟｰ

ﾃｨﾝｸﾞ

規格外品
の処分

品質管理

製品関連
データ管理

製造関連
データ管理

【需給プロセス】
短期需給計画

【需給プロセス】
中長期需給計画

【購買プロセス】
購買依頼処理

【購買プロセス】
外注先への構成品

支給

【物流プロセス】
拠点内在庫移動

設計データ連携

事業計画

経理・財務
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需給プロセスにおいては、サプライチェーンの評価（BCP含む）と共に、実際の短期需
給計画に基づいた「効率的な分配／輸送計画」が重要

標準的な製造業プロセス～需給領域

標準的な
製造業
プロセス 購買 物流需給

製造2

3 4 5
販売1

【購買プロセス】
購買依頼処理

販売
終了品計画

短期需要
計画

短期需給
計画

基本方針
策定

分配/輸
送計画

サプライ
チェーン
評価

新製品計画

中長期
需要計画

中長期
需給計画

需給調整

【製造プロセス】
短期計画立案

【購買プロセス】
購買依頼処理

【製造プロセス】
長期・中期計画立案

【物流プロセス】
拠点間在庫移動

事業計画

経理・財務

物流データ連携
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一般的な購買プロセスでは、調達戦略策定（購買先選定など）が肝になると共に、購
買品の依頼～発注～入庫処理、在庫トレースがデータ連携では肝要となる

標準的な製造業プロセス～購買領域

標準的な
製造業
プロセス 購買 物流需給

製造2

3 4 5
販売1

調達戦略
の策定

購買戦略
導入

購買方針
制定・見直し

見積処理・
仕入先選定

購買契約
管理

不合格品
処理

支払処理入庫処理
購買発注

処理

MRO管理
(一般購買)

廃棄物処理(業
者引渡)

【物流プロセス】
在庫管理

【販売プロセス】
受注処理

【製造プロセス】
中期計画立案

【物流プロセス】
輸入管理

購買品
トレース

購買関連マス
タメンテ、

パフォーマン
ス評価

購買品の
品質検査

外注先への
アッセンブリ

支給

【経理プロセス】
債務管理

【経理プロセス】
固定資産管理

【製造プロセス】
外注管理

受託品に関す
る仕入先管理

内示展開

購買依頼
処理

事業計画

経理・財務



24Copyright © Arthur D. Little 2021 . All rights reserved.

ERP/MRPの計画系システムの計画に基づき、MESで製造全体（人・モノ）を管理・指
示、それを受け各製造装置をPLC/DCS等で制御する形でシステム間連携されている

MRP（Material Requirements Planning System）、MES（Manufacturing Execution System）、PLC(Program Logic Controller)、DCS（Distributed Control System）,
SCADA（Supervisory Control And Data Acquisition）

製造領域におけるシステム俯瞰図

ERP（生産管理）/MRP

PLC/DCS/SCADA

製造

制
御
系

実
行
系

計
画
系

H
W

SW

MES（実行指示）

製造装置

①ERP/MRP

②MES

④Sensor/Actuator

③Controller

・・・製造装置

PLC
• 装置・設備の制御プログラムを

管理

スケジューリング
• 生産資源の配分・監視
• 作業スケジューリング

オペレーション
• 作業手配・製造指示

定義・リソース管理
• 仕様・文書管理
• 製品体系管理
• プロセス管理
• 作業者管理
• 設備保守・保全管理

実績管理
• 製品品質管理
• 製品追跡
• データ収集
• 実績分析

DCS
• 複数のコントローラを用いて装

置・設備の分散制御

SCADA
• 装置・設備の情報を、ネットワー

クを通して集中監視・制御
（制御ツールとしてPLC含む）

製造装置
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前プロセスである製造・出荷や、部品入庫後の在庫管理プロセスはシステム化（ERP）
されているケースが多いが、物流そのものの可視化はまだ進んでいない

物流領域の特徴とシステムとの関係性

研究開発 設計開発 製造
（含需給・購買）

物流
販売・

サービス
営業・マーケ
商品企画

物流領域
の特徴

システムと
の関係性

発注業務及び入庫処理は、通常システム化されているが、モノが動いている最中をタイム

リーにデータ化／把握しているケースは少ない

効率的な配送ルート策定等は専用のシステム等を使用するケースあり

輸出入等の海外輸送は、税関含めた社外のデータ等の連携が必要となる

日々の製造活動の中で変化する在庫の管理や庫内作業等への対応が煩雑

最適ルートや（自動車業界であれば）ミルクランなどの効率化が進んでいる

※タイムリーに配送点を吸い上げるのは難しい

コロナ等の影響も鑑み、BCP観点からの戦略的な物流施策立案が求められている

物流
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物流プロセスでは、ロジスティクス基本戦略策定（輸送戦略や在庫計画など）と共に、
日々の製造活動の中で変化する在庫の管理や庫内作業等への対応・効率化が肝要

標準的な製造業プロセス～物流領域

標準的な
製造業
プロセス 購買 物流需給

製造 事業計画2

3 4 5
販売1

経理・財務

棚卸

ロジスティク
ス基本戦略

策定

品目在庫計
画・輸送計
画策定

輸送戦略
策定

【受注プロセス】
返品・交換処理

輸入管理

拠点間
在庫移動

ロジスティクス
パフォーマン

ス管理

庫内作業

在庫管理

シリアルNo
管理（トレース

管理）

廃棄物処理
(自社内)

リコール製
品・返品製品
等の入庫処

理

流通
加工業務

【購買プロセス】
入庫処理

拠点内
在庫移動

在庫の
消費

【購買プロセス】
入庫処理

【購買プロセス】
購買品の
品質検査

<車両の場合>
車体/VIN
番号管理

ベンダー管理
在庫関連
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製造領域と密接な関連のある物流領域においては、①SCM～⑤Robotまでの5種類
の階層でデータ連携

（参考）システムアーキテクチャ深掘り ～例）物流領域の事例

①SCM

②WMS/TMS

③WCS

⑤Robot/MHE*
(Material Handling Equipment) 

④Controller

ラストワン
マイル

配送センター幹線物流
ターミナル

倉庫
工場

SCM

TMS
(Transportation 

Management System)

WMS
(Warehouse 

Management System)
WMS TMS

WCS
(Warehouse 

Control System)
WCS

WMS

DCS 
/SCADA

MES

WCS

産業
ロボット

MHE/
ロボット

自動運転車・
トラック

MHE/ロボット MHE/ロボット
自動運転車・

トラック・ドローン・
宅配ロッカー

制
御
系

実
行
系

計
画
系

H
W

SW



28Copyright © Arthur D. Little 2021 . All rights reserved.

販売・サービス業務に関しては、営業機能との連動や、設計・開発機能との連動など、
他領域との連携が必要であると共に、売上計上という側面でERP連動は必須

販売・サービス業務の特徴とシステムとの関係性

研究開発 設計開発 製造
（含需給・購買）

物流
販売・

サービス
営業・マーケ
商品企画

販売・
サービス
業務の特

徴

システム
関連性等

販売実績（債権含む）はERP内に構築
営業・マーケティングシステムとの連携
※顧客情報連動や、販売実績を基にした
効率的なマーケティングに繋ぐ

在庫販売については、販売情報と在庫・物
流情報とのシームレスな連動が肝要

実店舗における販売と、EC系での販売

販売情報（売上実績）は財務諸表への連携が必須

販売動向（事業別／製品別／地域別等）の情報は

ERP等からSQLでデータを抽出して個別に解析

在庫販売のケースでは、受注時に在庫確認・物流

機能への連携（同時に支払・請求業務が走る）

販売 アフターサービス

【BtoC】
設計・開発から指示されたサービス・修理内容の

実施（顧客との連絡等も含む）

不具合情報の集約と、商品企画への連携

【BtoB】
上記に加え、設備保守・メンテナンス業務

メンテナンス用部品表構築・部品製造（製造領域）

設計が設定するサービス内容に関しては、
設計・開発領域とのシステム連携が必要
※サービス部品表や、修理書等
サービス内容等はERPの外側で構築
（自動車：Dealer Management System）
サービス売上に関しては、販売機能に包含
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製造業の販売プロセスは、基本的にはERPの中に組み込まれている
（自動車の販売会社システム（Dealer Management System）は別）

出所:ADL

製造業における販売プロセス

標準的な
製造業
プロセス 購買 物流需給

製造2

3 4 5
販売1

【物流プロセス】
在庫管理

【製造プロセス】
中期計画立案（製造）

受注受付 受注処理

バックオーダー
管理

積載・配車処
理

輸出管理

売上処理

受注進捗確
認・管理

販売対策金・
リベート管理

取引管理・与
信管理

【経理プロセス】
債権管理

価格計算、得意
先・価格マスタ管

理

販売計画
策定

出荷処理
荷揃え（オー
ダーピッキン
グ）処理

経営状況調査

納車処理

売上計上後
条件変更

処理

車両引揚
処理

事業計画

経理・財務

【商品企画、営業・マーケプロセス】
営業マーケ戦略立案（製造）

ERP
(販売関連)

ERP
(SCM)

MOM/MES

CRM



30Copyright © Arthur D. Little 2021 . All rights reserved.

BtoBtoCの間接販売においては、製造メーカーと販売会社のシステムが併存。法人格
の違いが原因となり、販売会社から製造メーカーへの顧客情報の提供は限定的。

出所：ADL分析

販売・アフターサービス業務におけるシステム俯瞰図

BI/CRM

ERP

直接販売

間接販売

BI/CRM

ERP

：データ連携

販売システム

アフターサービス販売

CRM

不具合情報システム

製造メーカー

CRM CRM

販売システム
(対販売会社)

販売システム
(対最終顧客)

製造メーカー 販売会社

CRM CRM

不具合情報システム 不具合情報システム

製造メーカー 販売会社

法人格が別の場合は、情報連携は最低限(顧客情報は共有されないことも)
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目次
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3 各業務領域の特徴
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5 業種・事業規模による違い

6 データ連携が実現しない要因と解決に向けた打ち手
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各業務領域におけるソリューションの連携を俯瞰的に整理

PLM : Product Lifecycle Management （製品ライフサイクル管理）
MOM : Manufacturing Operations Management （製造オペレーション管理／MESの進化版）、MES : Manufacturing Execution System （製造実行システム）
PLC : Program Logic Controller（機械自動制御装置／シーケンサ）、DCS : Distr buted Control System（分散制御システム）

ITソリューションの分類（最上段の分類例）

ソ
リ
ュ
ー
シ
ョ
ン

IT

BI/
CRM

PLM
/CAD

ERP

OT

MOM
MES

PLC
DCS

研究開発 設計開発 製造
（含需給・購買）

物流
販売・

サービス
営業・マーケ
商品企画

研究開発領域については、
ERPはあまりカバーしていない

PLMに商品ポートフォリオ
等の情報を含む場合もあり

PLMは、基本的にはR＆Dの領域への適用がメイン
一方で、製造領域ではCAM（Computer Aided Manufacturing）が活躍

MOM／MESは、生産管理／工程等のへの適用がメイン

IT Solution
分類(例)

：データ連携

PLC・DCSは、工場の設備系のSolutionの為、生産現場への適用がメイン

様々なBIツールが各領域をカバー

物流会社のシステムサプライヤーのシステム

2
2

1
4 5

6

9
8

10

11

3

7

1

2ERPがCRM機能を
包含している場合もあり
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前項のデータ連携の概要は下記の通り。

出所：ADL

各データ連携の概要

データ連携の目的

• 営業・マーケ、販売・サービスのデータを反映した設計
開発

• 営業/販売データを反映した生産量最適化
• 生産キャパを反映した見積もり精緻化/受注量の最適化

• 販売・サービスにおける顧客データを反映した商品開発、
営業・マーケ、アフターサービス

• 部品納入タイミングに合わせた製造の最適化

• 製品毎に別システムで管理されるデータの一元管理

• 設計変更、工程変更、サプライヤー変更の相互自動
反映

• 製造設備への製造指示
• 製造実績の把握

• ERPで把握しづらいデータの可視化
• ERPではカバーしきれないシミュレーションの実行

• 仕入れ量(部品在庫)の最適化
• 発注タイミング(部品搬入タイミング)の最適化

• 原価企画のPDCA実行

• 生産計画・生産実績データの相互自動反映

データ連携の領域

BI/CRM

BI/CRM

販売会社のシステム/
自社のCRM

ERP

(製品別の)PLM/CAD

PLM/CAD

MOM/MES

各システム

ERP

ERP

ERP

データ連携の領域

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

PLM/CAD

ERP

CRM

物流会社のシステム

(製品別の)PLM/CAD

MOM/MES

PLC/DCS

BI

サプライヤーのシステム

PLM/CAD

MOM/MES

⇔

⇔

⇒

⇔

⇔

⇔

⇔

⇔

⇔

⇔

⇔

連携するデータ

• BI/CRMの顧客要望データ、製品稼働データ、不
具合データ、アフターサービスデータ

• BI/CRMのリード情報、マーケ情報、販売情報
• ERPの生産キャパデータ、受注データ

• CRMの販売・サービスデータ(購入顧客データ)

• 輸送中部品のデータ

• CAD/E-BOMデータ

• PLMのE-BOM/CAM/CADデータ
• MESのM-BOM/工程表/CADデータ

• MESの製造指示データ
• PLC/DCSの製造設備稼働(製造実績)データ

• 各システムのデータ

• ERPの需給・購買データ
• サプライヤーの生産量・在庫量データ

• ERPの原価データ
• PLMのE-BOMデータ

• ERPの生産計画データ、需給データ
• MESの生産実績データ
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前項で整理したデータ連携が十分に行われない場合、右のような企業運営上の課題
が生じ得る。

出所 : ADL
VC：バリューチェーン

各データ連携不足の結果発生している課題

データ連携不足により生じる
企業運営上の課題

顧客情報が不足した状況での
営業・マーケ・商品企画

世代間伝承やグローバル拠点へのノウ
ハウ展開、柔軟迅速な対応力の不足

顧客の声・調達動向を
反映しない設計開発

生産計画/受発注計画の精度低下
による稼働率低下/欠品・在庫増

販売チャネル・顧客情報が不足した
状態でのアフターサービス

経営課題(≒VC*横断的課題)を察知する
データ収集力(質・量・速さ)の欠如

データ連携の目的

• 営業・マーケ、販売・サービスのデータを反映した設計
開発

• 営業/販売データを反映した生産量最適化
• 生産キャパを反映した見積もり精緻化/受注量の最適化

• 販売・サービスにおける顧客データを反映した商品開発、
営業・マーケ、アフターサービス

• 部品納入タイミングに合わせた製造の最適化

• 製品毎に別システムで管理されるデータの一元管理

• 設計変更、工程変更、サプライヤー変更の相互自動
反映

• 製造設備への製造指示
• 製造実績の把握

• ERPで把握しづらいデータの可視化
• ERPではカバーしきれないシミュレーションの実行

• 仕入れ量(部品在庫)の最適化
• 発注タイミング(部品搬入タイミング)の最適化

• 原価企画のPDCA実行

• 生産計画・生産実績データの相互自動反映

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

データ連携の領域

BI/CRM

BI/CRM

販売会社のシステム/
自社のCRM

ERP

(製品別の)

PLM/CAD

PLM/CAD

MOM/MES

各システム

ERP

ERP

ERP

データ連携の領域

PLM/CAD

ERP

CRM

物流会社のシステム

(製品別の)

PLM/CAD

MOM/MES

PLC/DCS

BI

サプライヤーの
システム

PLM/CAD

MOM/MES

⇔

⇔

⇒

⇔

⇔

⇔

⇔

⇔

⇔

⇔

⇔

11

3

1

2

3

7

6

4 5

8 9
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システム間でのデータ連携不足の結果として、ビジネスモデル変革の停滞、変化への
対応力不足、製品開発力の低下等の問題が生じていているのではないか。

出所 : ADL
VC：バリューチェーン

データ連携不足により生じる企業課題

データ連携不足の詳細 企業運営において発生している課題

データ連携の欠如

What
適切なデータが存在しない/連携されていない

When
適切なタイミング、頻度で連携されていない

Who
連携されるべき人・システムに連携されていない

顧客情報が不足した状況での営業・マーケ・商品企画

世代間伝承やグローバル拠点へのノウハウ展開、
柔軟迅速な対応力の不足

顧客の声・調達動向を反映しない設計開発

生産計画/受発注計画の精度低下による
稼働率低下/欠品・在庫増

販売チャネル情報・顧客情報が不足した状態での
アフターサービス

経営課題(≒VC*横断的課題)を察知する
データ収集力(質・量・速さ)の欠如

変化への対応力
（ロバスト性）の不足

ヒト・モノに関する
ムダ(在庫・工数)の発生

ビジネスモデル
変革の停滞

顧客サービスの低下
(納期・アフターサービス)

製品力の低下

データ連携の非効率性

同一データの重複管理/マスターデータの不在

人手によるデータ連携作業(ミス、低作業スピード)

デ
ー
タ
連
携
不
足
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データ連携に関する課題が解決された場合、下記6つの企業運営上の効果が生まれ
得る。

出所 : ADL

データ連携による効果

データ連携不足により発生している企業運営上の課題

 経営判断・対応の迅速化・精度向上
‐ データの質・量が向上し、リアルタイムかつ精度
の高いデータに基づいた経営判断が可能に

‐ 災害などの緊急時の対応力が向上

 新規ビジネスの創出
‐ データ連携を起点としたビジネスモデルの創出

 モノの削減
‐ リアルタイムのデータ連携等により業務プロセス
が効率化され、在庫、保管資材の量が減少

 ヒトの削減
‐ データ連携に費やされていた工数/人員を削減

 製品力の向上
‐ 製品企画・開発への顧客の声の反映
‐ グローバル拠点の設計・生産能力の向上

 顧客サービス(納期、アフターサービス)の向上
‐ 製造データと販売データの連携にようる不具合
原因の迅速な特定、リコール品の迅速な回収

データ連携の効果

顧客情報が不足した状況での営業・マーケ・商品企画

世代間伝承やグローバル拠点へのノウハウ展開、
柔軟迅速な対応力の不足

顧客の声・調達動向を反映しない設計開発

受発注計画の精度低下による欠品・在庫増

販売チャネル情報・顧客情報が不足した状態での
アフターサービス

経営課題(≒VC*横断的課題)を察知する
データ収集力(質・量・速さ)の欠如

変化への対応力
（ロバスト性）の不足

ヒト・モノに関する
ムダ(在庫・工数)の発生

ビジネスモデル
変革の停滞

顧客サービスの低下
(納期・アフターサービス)

製品力の低下

11

3

1

2

3

7

6

4 5

8 9

11

1 3 6

2 3 4 5

2 4 5

117 8 9

2 3 4 5

2 4 5

2 4 5

11

1 3 6 7 8 9

7 8 9

117 8 9
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データ連携の効果には、(連携推進時にメーカー側、ITベンダー側の双方から)
近視眼的に着目されがちな「コストダウン効果」だけでなく、 「バリューアップ効果」も存在。

出所：ADL

データ連携による効果

データ連携による効果

コストダウン効果

バリューアップ効果

既存ビジネス 新規ビジネス

 経営判断・対応の迅速化・精度向上
‐ データの質・量が向上し、リアルタイムかつ精度の高いデータに基づいた経営判断が可能に
‐ 災害などの緊急時の対応力が向上

 新規ビジネスの創出
‐ データ連携を起点としたビジネスモデルの創出

 モノの削減
‐ リアルタイムのデータ連携等により業務プロセ
スが効率化され、在庫、保管資材の量が減少

 ヒトの削減
‐ データ連携に費やされていた工数/人員を
削減

 製品力の向上
‐ 製品企画・開発への顧客の声の反映
‐ グローバル拠点の設計・生産力能の向上

 顧客サービス(納期、アフターサービス)の向上
‐ 製造データと販売データの連携にようる不具合
原因の迅速な特定、リコール品の迅速な回収

単なる人員削減ではなく、人手でのデータ連携作業から解放
された人材はより付加価値の高い業務を担うことが可能に
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データ連携不足はCovid-19、東日本大震災、リーマンショックなどに対する供給・需要
のロバスト性が向上しない一因ととらえられる

出所 : ADL

（参考）データ連携不足による緊急時のロバスト性への影響

各事象の需給へのインパクト

Covid-19

リーマン
ショック

東日本
大震災

 生産・調達の停滞に
よる供給の遅れ

 最終製品ユーザ市場
の停滞による部材需
要の停滞

 米国を中心とした海
外への輸出需要の
停滞
 在庫のつみあがり

 生産・サプライチェー
ン・需要間でのデー
タ連携不足

 影響地域内での生産
停止によるサプライ
チェーンの混乱

需要の
停滞

供給（サプ
ライチェー
ン）の

停滞・混乱

 拡大する被害を最小限に抑えるアクション
の遅れ

データ連携不足により発生した問題

 需要の急激な変動に対しフレキシブルに
生産調整が行えないなどの問題が発生
‐ 既に製造が開始されている製品の発注停止に関し

ては、発注者/受注者間の契約上の問題も存在
(データ連携不足以外の要因で生じた問題)

 物流網の状況把握ができず、必要な物資
を必要な場所に届けられない、トラック等
への積載率の低下などの問題が発生

 出社停止等への対応策の不足により、工
場生産・開発・設計が停滞

 データ連携不足を要因とした対応の遅れ

 被害の拡大を最小限に食い止め、迅速な
再開につなげることができずロバスト性の
低さが露呈

データが整理さ
れず誰も実態を
把握できず
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目次

1 検討の全体像

2 外部環境

3 各業務領域の特徴

4 業務領域を跨ぐ情報連携の状況

5 業種・事業規模による違い

6 データ連携が実現しない要因と解決に向けた打ち手
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生産方式(受注生産/見込み生産)、部品点数(サプライヤーの数)、商流(直接販売/
間接販売) 等の違いにより、利用されるシステムに差異が生じている。

出所：ADL分析

システム利用における業種別の差異

研究開発 設計開発 製造
（含需給・購買）

物流
販売・

サービス
営業・マーケ
商品企画

業
務
の
特
徴

自動車

電機機器
(家電等)

プラント
製造

研究開発業務は
基本同一

研究開発費の購買は原価
計算に含まれないことが多い

物流業務は
基本同一

(海外輸送の有無)
＋

(自社管理倉庫の有無)
などの差異は存在

見込み生産
(Make to Stock)

部品点数
が少ない

部品点数
が多い

電子部品
(半導体等)

(

一
品
も
の)

設
備
系金型

製造

リードタイム
長い

リードタイム
短い

擦り合わせ型

組み合わせ型

間接販売
(OEMはディーラーを通じ販売)

直接販売

直接販売
(半導体商社による間接
販売も存在するが、
直販化の動きが進む)

間接販売
(家電メーカーは

卸/量販店を通じ販売)

航空機

営業・マーケ
商品企画業務
は基本同一

受注生産
(Make to Order)

システムの差異
• リードタイムの長い方
がCAEでのシミュレー
ションのニーズが高い

• 差異なし
⁃ 海外輸送には税関シス
テムなどの追加機能が
必要

⁃ 自社倉庫のWMSと物
流業者システム/自社
SCMとの連携が必要

• 差異なし
⁃ 研究開発では通常の

ERPとは違う別システ
ムが使われていること
が多い

• 間接販売では販売会
社が資本関係のない
別会社の場合もあり、
メーカーが得られる顧
客データは限定的

• 差異なし • 擦り合わせ型の方が
情報共有や開発スケ
ジュール管理をPLM
で行うニーズが強い

• 受注生産では販売シ
ステムと生産管理シス
テムとの連携が強い

• 見込み生産ではＣＲＭ
と生産管理システムの
連携が強い

• 部品点数が多い場合
はサプライヤーの数が
多くなり、製造・購買シ
ステムがより複雑
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「販売会社の介在」や「商談ベースの取引」が、顧客の声をメーカーが取得する上での
障壁となっている。

出所：ADL

顧客の声の取得を阻む要因

商談ベース
の取引

販社の介在

主な要因

 最終顧客との接点を持っている販社が顧客
データを握っており、メーカーには限られた
データしか共有されない

 営業現場の入力負荷が大きい(ECのように自
動で顧客行動/選択履歴を取得できない)

 テキストベースのデータであることが多く、
データ分析の際には前処理の手間がかかる

解決の方向性例

 自動車
ディーラー

 家電量販店

 BtoB対面
営業

 自社直売の実施
 製品へのセンサー組み込み
 (個々の販社からではなく、)EC
プラットフォーマーからの顧客
データ取得
(※資生堂の事例参照)

 音声によるデータ入力
 選択式のデータ入力
 テキストデータのAI解析

(※川崎重工業の事例参照)
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部品点数が多く、関係する設計部門や関連サプライヤが多岐にわたっており、また、OEMと販売
会社が別法人であることから、部門間のみならず会社間のシステム連携やデータ一元管理に課
題がある。

PLM : Product Lifecycle Management （製品ライフサイクル管理）
MOM : Manufacturing Operations Management （製造オペレーション管理／MESの進化版）、MES : Manufacturing Execution System （製造実行システム）
PLC : Program Logic Controller（機械自動制御装置／シーケンサ）、DCS : Distr buted Control System（分散制御システム）

システム連携の課題：自動車産業

研究開発 設計開発 製造
（含需給・購買）

物流
販売・

サービス
営業・マーケ
商品企画

IT Solution
分類(例)

BtoBtoC
(販社が別法人の場合)

(業種によらず基本同一) 部品点数が多い (業種によらず基本同一) 受注生産
自動車産業

の特徴

擦り合わせ型

リードタイム長い

ソ
リ
ュ
ー
シ
ョ
ン

IT

BI/
CRM

PLM
/CAD

ERP

OT

MOM
MES

PLC
DCS

研究開発領域につ
いては、ERPはあま
りカバーしていない

PLMに商品ポートフ
ォリオ等の情報を
含む場合もあり

PLMは、基本的
一方で、製造領域ではCAM（Computer Aided Manufacturing）が活躍

MOM／MESは、生産管理／工程等のへの適用がメイン

PLC・DCSは、工場の設備系のSolutionの為、生産現場への適用がメイン

販売会社のシステム

物流会社のシステムサプライヤーのシステム

n次請けまで含めたサプライヤーを把握

しきれておらず、災害時などの対応に課題

販売機能は外出しされており、販売会社とOEMの顧客データ連携は希薄
(販売数量などの最低限のデータは連携されるが、顧客の属性データやアフターサービス履歴などの連携は希薄)

工場により生産管理システムが異なり、
SCMへのデータ統合が困難

JIT方式徹底のためには、サプライヤー⇒
自社倉庫/工場の間の物流可視化が必要

部門ごとに別システムが使われており、
設計データの一元管理に課題

【上記構造から得られる示唆】

• 設計情報、需給情報の一元管
理を目指した連携基盤の構築
がOEM・サプライヤ双方で重要
になる。

：データ連携：課題の所在
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プラント建設時には、建設事業者と設備メーカー間での仕様や納入タイミング等の情報共有に
課題がある。また、建設後の稼働情報はプラントオーナーが保有しており、設備メーカーが効率
的なサービス（予兆保全やメンテ部品在庫予測）を提供するための情報連携に課題がある。

EAM：Enterprise Asset Management(設備管理システム)、PLM : Product Lifecycle Management （製品ライフサイクル管理）
MOM : Manufacturing Operations Management （製造オペレーション管理／MESの進化版）、MES : Manufacturing Execution System （製造実行システム）
PLC : Program Logic Controller（機械自動制御装置／シーケンサ）、DCS : Distr buted Control System（分散制御システム）

システム連携の課題：設備系産業

研究開発 設計開発 製造
（含需給・購買）

物流
販売・

サービス
営業・マーケ
商品企画

IT Solution
分類(例)

BtoB (業種によらず基本同一)
擦り合わせ型

部品点数が多い (業種によらず基本同一) 受注生産
設備系産業

の特徴

：データ連携：課題の所在

リードタイム長い
(プラント製造)

リードタイム短い
(金型製造)

ソ
リ
ュ
ー
シ
ョ
ン

IT

BI/
CRM

PLM
/CAD

ERP

OT

MOM
MES

PLC
DCS

研究開発領域につ
いては、ERPはあま
りカバーしていない

PLMに商品ポートフ
ォリオ等の情報を
含む場合もあり

PLMは、基本的
一方で、製造領域ではC （   g） 活躍

MOM／MESは、生産管理／工程等のへの適用がメイン

PLC・DCSは、工場の設備系のSolutionの為、生産現場への適用がメイン

様々なBIツールが各領域をカバー

物流会社のシステムサプライヤーのシステム プラントオーナーのシステム
EAM(設備管理システム)

プラントメーカーによる設備管理システムの提供は稀
メンテ在庫のAI需要予測も日本国内ではほぼ事例なし

プラント建設の進捗に合わせた資材の
購買・納入タイミングの調整に課題

不具合情報などメンテナンスに必要な情報の
共有が主で、すべての稼働情報の共有は稀

部門ごとに別システムが使われており、
設計データの一元管理に課題

【上記構造から得られる示唆】

• 効率的な設備メンテナンスを目
指した製品のIoT化が、プラント

オーナー・設備メーカー双方に
とって重要になる。
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見込み生産による在庫販売が主流となっている電気機器産業では、適正生産、適正在庫の中長
期的な需要予測が重要だが、販売会社とメーカーが別会社であることが多く、両者間での情報連
携に課題がある。

システム連携の課題：電機機器産業(家電等)

研究開発 設計開発 製造
（含需給・購買）

物流
販売・

サービス
営業・マーケ
商品企画

IT Solution
分類(例)

BtoBtoC
(販社が別法人の場合)

(業種によらず基本同一) 部品点数が多い (業種によらず基本同一) 見込み生産
電機機器産業

の特徴

組み合わせ型

リードタイム短い

*SPA（speciality store retailer of private label apparel）:アパレル分野を中心として、小売業が製造の分野まで踏み込み、自社のオリジナル商品の開発を行い、自社で販売する方法

ソ
リ
ュ
ー
シ
ョ
ン

IT

BI/
CRM

PLM
/CAD

ERP

OT

MOM
MES

PLC
DCS

研究開発領域につ
いては、ERPはあま
りカバーして ない

PLMに商品ポートフ
ォリオ等の情報を
含む場合もあり

PLMは、基本的にはR＆Dの領域への適用がメイン
一方で、製造領域ではCAM（Computer Aided Manufacturing）が活躍

MOM／MESは、生産管理／工程等のへの適用がメイン

PLC・DCSは、工場の設備系のSolutionの為、生産現場への適用がメイン

物流会社のシステムサプライヤーのシステム

販売会社のシステム

SPA*のような形態でない場合、顧客の声をダイレクト/リアルタイムに商品企画・マーケ・需要予測に反映することが難しい
(販売数量などの最低限のデータは連携されるが、顧客の属性データやアフターサービス履歴などの連携は希薄)

CRMでとERP(SCM)では、データの管理目的・粒度が異なるため、
需要等のSCMに必要なデータの連携が難しい

：データ連携：課題の所在

【上記構造から得られる示唆】

• 中長期的な需要予測やニーズ
を捉えた商品開発を目指した
「顧客の声」の情報共有が、
メーカー・販売会社双方にとっ
て重要になる。



45Copyright © Arthur D. Little 2021 . All rights reserved.

製造工程の自動化が進む電子部品産業では、特にERP⇔MES⇔PLC間のシステム連携は進ん
でいる。一方で、管理粒度の違いから、CRMの営業データを活用した需要予測には課題が残る。

EAM：Enterprise Asset Management(設備管理システム)、PLM : Product Lifecycle Management （製品ライフサイクル管理）
MOM : Manufacturing Operations Management （製造オペレーション管理／MESの進化版）、MES : Manufacturing Execution System （製造実行システム）
PLC : Program Logic Controller（機械自動制御装置／シーケンサ）、DCS : Distr buted Control System（分散制御システム）

システム連携の課題：電子部品産業(半導体等)

研究開発 設計開発 製造
（含需給・購買）

物流
販売・

サービス
営業・マーケ
商品企画

IT Solution
分類(例)

BtoB (業種によらず基本同一)
部品点数が

(比較的)少ない
(業種によらず基本同一) 見込み生産

電子部品産業
の特徴

組み合わせ型

リードタイム短い

ソ
リ
ュ
ー
シ
ョ
ン

IT

BI/
CRM

PLM
/CAD

ERP

OT

MOM
MES

PLC
DCS

研究開発領域につ
いては、ERPはあま
りカバーして ない

PLMに商品ポートフ
ォリオ等の情報を
含む場合もあり

PLMは、基本的にはR＆Dの領域への適用がメイン
一方で、製造領域ではCAM（Computer Aided Manufacturing）が活躍

MOM／MESは、生産管理／工程等のへの適用がメイン

PLC・DCSは、工場の設備系のSolutionの為、生産現場への適用がメイン

様々なBIツールが各領域をカバー

物流会社のシステムサプライヤーのシステム

CRMでとERP(SCM)では、データの管理目的・粒度が異なるため、
需給等SCMに必要なデータの連携が難しい

：データ連携：課題の所在

【上記構造から得られる示唆】

• 情報連携が他産業に比べかな
り進んでいるため、大きな課題
は見受けられない。

• 情報連携よりも上流（戦略等）
の課題が主な論点となる。
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「擦り合わせ型」「部品点数の多さ」「生産拠点の多さ」「間接販売」「製品のデジタル化
の遅れ」などの性質を持つ自動車や航空機産業などでデータ連携の課題が大きい。

出所：ADL

業種による課題の強弱

研究開発

設計開発

製造
（含需給・購買）

物流

販売・
サービス

営業・マーケ
商品企画

• (販売・サービス：間接販売、製品のIoT化
遅れ)

• 多数の部門間/メーカー⇔サプライヤー
間の調整が必要な擦り合わせ型の開発

• 部品点数の多さ(≒サプライヤー構造の複雑さ)

• 工程設計の多様さ
• 生産拠点の多さ(≒グローバルな生産体制)

• (業種別に異なる要因は特になし)
‐ 物流は物流業者への業務委託が進んでおり、委託
されている区間において製品/資材は物流会社側
のシステムで管理される

• 販売を自社で行わず、卸/販売会社を通
じた間接販売(アフターサービス含む)

• 製品のデジタル(IoT)化の遅れ
‐ 低価格製品/非耐久消費財/完成品の一部品等の
製品をデジタル化することは困難

• (販売・サービス：間接販売、製品のIoT化
遅れ)

データ連携課題の
要因となる業務特性

データ連携課題が生じやすい業種

部品点数の多さ

グローバルな
生産拠点

間接販売
（卸・量販店を通

じた販売）

電機機器

組み合わせ型
の為、相対的に
課題が生じにく
い

（下記のような特徴
的活動で開発から
製造まで連携）
• IPの購入
• 標準化された

開発ツールの
利用

• 製造専門業者
への委託

• 製造ラインの自
動化
等の取り組み
が進んでいる

直接販売の為、
相対的に課題が

生じにくい
（大口顧客向け）

電子部品

• (販売・サービスの課題に起因する課題)
‐ 顧客データや製品の稼働データを活用した研究開発ができない

• 企業/部門ごとに異なる設計開発システム(CAD/PLM)
が使用され、設計データの一元管理ができない

• (販売・サービスの課題に起因する課題)
‐ 顧客データや製品の稼働データを活用した設計開発ができない

• n次請けまで含めたサプライヤーを把握しきれない
• 工場により生産管理システム(MES)が異なり、

ERP(SCM)へのデータ統合が困難

• (業種共通課題)
‐ 物流業者からのデータ共有は到着予定時刻などに留まり、リアルタ
イムな製品位置情報は把握できず

‐ ジャストインタイムの資材搬入/製品搬出を目的とした、OEMから物
流会社への生産計画共有が希薄

• 間接販売の場合、メーカーが販売会社から詳細な顧
客データを取得できない

• メーカーが製品の稼働/アフターサービスに関わるデ
ータを取得できない

• (販売・サービスの課題に起因する課題)
‐ 顧客データや製品の稼働データを活用した商品・サービスの営業・
マーケ・商品企画ができない

左記により生じる
データ連携課題

IoT化進展が見
られ、相対的に
課題が生じにく

い

擦り合わせ型

部品点数の多さ

IoT化進展が見
られ、相対的に
課題が生じにく

い

直接販売の為、相対的に課題が生
じにくい

（大口顧客向け）

設備系

部品点数の多さ

完成機/エンジン
OEMによるデー
タの囲い込み

(日系部品サプラ

イヤーのデータ
主導権欠如)

航空機

擦り合わせ型

部品点数の多さ

グローバルな
生産拠点

間接販売
（ディーラーを
通じた販売）

・販売・サービスの事業者と法人が別
・ユーザー企業の情報囲い込み
に起因し、データ連携に課題

自動車

：【要因】他業種に比べ課題が生じやすい領域

：【背景】相対的に課題が生じにくい領域、およびその背景

SCM上必要な情報のみの連携
（物流機能は外部(物流業者)に委託されており、外部のシステムが用いられることが多い）

組み合わせ型の
為、相対的に課
題が生じにくい
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製造業各社は、「データの取得」「データの統合/管理/活用」を可能とするテクノロジー
を活用して、データ連携の課題に取り組んでいる。

出所：ADL

データ連携課題への取組事例(テクノロジーの活用)

課題への取組事例

研究開発

設計開発

製造
（含需給・購買）

物流

販売・
サービス

営業・マーケ
商品企画

• (販売・サービスの課題に起因する課題)
‐ 顧客データや製品の稼働データを活用した研究開発ができない

• (販売・サービスの課題に起因する課題)
‐ 顧客データや製品の稼働データを活用した設計開発ができない

• 企業/部門ごとに異なる設計開発システム(CAD/PLM)
が使用され、設計データの一元管理ができない

• n次請けまで含めたサプライヤーを把握しきれない
• 工場により生産管理システム(MES)が異なり、

ERP(SCM)へのデータ統合が困難

• (業種共通課題)
‐ 物流業者からのデータ共有は到着予定時刻などに留まり、リアルタ
イムな製品位置情報は把握できず

‐ ジャストインタイムの資材搬入/製品搬出を目的とした、OEMから物
流会社への生産計画共有が希薄

• 間接販売の場合、メーカーが販売会社から詳細な顧
客データを取得できない

• メーカーが製品の稼働/アフターサービスに関わるデ
ータを取得できない

• (販売・サービスの課題に起因する課題)
‐ 顧客データや製品の稼働データを活用した商品・サービスの営業・
マーケ・商品企画ができない

データ連携課題

-

自動車
メーカー

• -

• 過去十数年間で各工場のMES導入/刷新を行うことでMESの標
準化や近代化を進め、データ連携の基盤を整備

• 上記を基にグローバルな生産・調達状況可視化システムを構築

• 自社と部品サプライヤのSCMシステムを統合すると共に輸送用
トラックにRFIDタグを付与する事で、部品の輸送状況をリアルタ
イムに追跡できる体制を構築

自動車メーカー • PLMを導入し、CADデータを一元管理

消費財メーカー • EC/二次流通プラットフォーマーから購買・嗜好データを取得

エンジンメーカー
• エンジンにセンサーを取り付けることで製品のデジタル(IoT)化し
稼働データを収集

データの統合/管理/活用

顧客の声の反映に関しては、その前提となる
購買/嗜好/稼働データの取得が課題に対する取組のメイン

但し、顧客データのＡＩ解析などデータの効率的活用に関する取組も存在
(例)川崎重工業：CRMデータのAI解析

データの取得

自動車部品
サプライヤ
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度重なるカスタマイズにより複雑化した大企業システムに比べ、パッケージ中心かつ
システム導入途上にある中小企業システムの方がシステム構築の柔軟性が高い。

出所：2017年版 中小企業白書
*1:事業規模の大小は上記中小企業企業白書の大企業、中小企業の定義に基づく

システム利用における事業規模別の差異

事業規模
中小

(資本金1千万円以上1億円未満)*1
大

(資本金10億円以上)*1

現状

• 特定業務向けの簡易的なパッケージを導入
し、 Excelで行っている業務を代替

• 新規パッケージ導入の際は、導入済みパッ
ケージとの連携性を重視

• ERPと他システム(PLM、MES等)を切り分け、
適材適所のシステム間の情報連携を推進

• ERPに集約された情報から必要な情報をBIが
吸い上げ、経営判断に資する情報を可視化

今後の動向
(ADL見立て)

• 独自開発を避け、金回りに関わるシステム
(ERP)を中心にパッケージ製品を導入

• ERP以外はパッケージ導入に至らないまま、
Excelで対応していることも多い

• 独自開発のレガシーシステムがERPを含む
各システムで多く残る

• 全面的なシステム刷新は難しいため、レガ
シーシステムの改修が繰り返される

システムの
構築状況

約4% 約10%
ソフトウェア
投資比率

(対設備投資額)
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データ連携が実現しない要因は、心理的な要因と物理的な要因に分けられる。

出所 : ADL

データ連携が実現しない要因

 コスト負担に耐えられず、システム改修・導入ができない
‒ 中小企業ではIT投資余力そのもの、大企業では複雑化したレガシーシステムの改修コストが問題

 ユーザ企業のIT推進体制・IT人材が不足している
‒ ITケイパビリティ・リテラシーを持った人材の不足
‒ 攻めのITを推進する組織風土/体制の欠如

 データ連携のベネフィットが分からない
‒ 「守りのデータ連携」(コスト削減につながるデータ連携)に比べ、成果の定量把握が難しい「攻めのデータ連携」(売上増

加につながるデータ連携)に対する経営層の意識が希薄
‒ データ連携への意識が全体で希薄なため、社内部門間/企業間のデータ連携が進まず

 データ連携の具体的方策が分からない
‒ そもそも自社内でのデータの流れが不明
‒ データ連携の成功例/ベストプラクティスが不明

 レガシーシステムが残存している
‒ データ連携のためのシステム改修に多大な費用のかかるレガシーシステムが残存している

 システム/データフォーマットが標準化されていない
‒ 複数のシステム、多様なデータフォーマットが併存

心理的な要因

物理的な要因
(人材、組織体制、システム、コスト)

“データ連携検討時の壁”

“データ連携実行時の壁”

データ連携が実現しない要因
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バリューアップ効果は、コストダウン効果に比べ、効果の予測・実現・測定のハードル
が高いため、データ連携のベネフィットとして見過ごされている可能性がある。

出所：ADL

（参考）データ連携効果の実現/測定可能性
効

果
の

実
現

/測
定

の
難

し
さ

効果の実現/測定の難しさ

コストダウン効果

バリューアップ効果

既存ビジネス 新規ビジネス

定量的な効果予測/検証は一定可能

定量的な効果予測/検証は困難

定量的な効果予測/検証は困難

定量的な効果予測/検証はかなり困難

経営判断・対応の迅速化・精度向上

新規ビジネスの創出

モノの削減

ヒトの削減

製品力の向上

アフターサービスの向上

• 成果の定量測定が容易
• 成果と施策の因果関係が直接的

• 成果の定量的測定が困難
• 成果の施策の因果関係が間接的

• 既存業務プロセスの改革により成果を実現 • 新規事業の創出に伴い成果を実現
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メーカーは、「経営体制の変革/経営層の意識変革」を初手として、「組織能力の構築」
「新たなテクノロジーの採用」を進めていくことが重要。

打ち手の方向性(民：メーカー)

出所：ADL

具体的な打ち手
(大企業)

具体的な打ち手
(中小企業)

過去データの電子化
データフォーマットの統一
MDM(マスターデータマネジメント)システムの導入
APIによる連携が可能なパッケージ製品の導入

社内IT部門の役割の再定義、部門横断的なDXチームの設置

 IT人材の獲得・社内育成

データ連携のベストプラクティスの学習・採用

経営層レベルでのデータ連携に関する問題意識の共有
 CIO/CDOの設置、CIO/CDOへのDX投資権限の委任
データ連携状況の可視化、改善可能性の検討

データ連携が進まない要因

心理的な要因

物理的な要因

“データ連携検討時の壁”

“データ連携実行時の壁”

 レガシーシステムが残存し
ている

 システム/データフォーマッ
トが標準化されていない

 ユーザ企業のIT推進体制・
IT人材が不足している

 データ連携の具体的方策
が分からない

 データ連携のベネフィットが
分からない

 コスト負担に耐えられず、シ
ステム改修・導入ができな
い

 レガシーシステムの廃止/刷新による
長期的な運用/改修コストの削減
 All-in型ERPからコア機能のみのERPへ
移行し、コアERPと周辺システムとを
疎結合

中小企業向けERPパッケージ
製品の導入
 データ変換ツール/SIにより、レガシー
システムを残したままでデータを連携

打ち手の方向性

(経営層レベル)
経営体制の変革
経営層の意識変革

(部門・社員レベル)
組織能力の構築

新たなテクノロジー
の採用

※黒文字：民間のみでの解決が難しい/政府による支援が可能な打ち手
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民間側の解決策に対して、官側は「コーディネーションの促進」「インセンティブの付与」
「公共財の提供」の観点から具体的な打ち手を検討することが肝要。

打ち手の方向性(官)

データ連携が進まない要因 打ち手の方向性

出所：ADL

心理的な要因

物理的な要因

“データ連携検討時の壁”

“データ連携実行時の壁”

コーディネーションの促進

インセンティブの付与

公共財の提供

 データ連携のベネフィットが
分からない

 データ連携の具体的方策
が分からない

 ユーザ企業のIT推進体制・
IT人材が不足している

 レガシーシステムが残存し
ている

 システム/データフォーマッ
トが標準化されていない

 コスト負担に耐えられず、シ
ステム改修・導入ができな
い

具体的な打ち手

 データ連携不足に関する問題提起

 データ連携のベネフィット、データ連携のビジョ
ンの提示

 データ連携の成功例/ベストプラクティスの提示

 若年層向けIT/デジタル教育の強化
 社内向けIT教育への補助金

 MDM(マスターデータマネジメント)システム導
入への補助金

 (業界)標準フォーマットの制定
 API連携を行うITベンダーへの補助金

 ITシステム導入の補助金提供
 中小企業向け標準ERPシステムの提供

(例)
• 問題提起・ビジョン提示・目標設定
などによる意識改革

• 協議会・標準化団体などの設立支援

(例)
• ルール(規制、契約法)の制定
• 補助金、税制優遇、公共調達での
優遇措置

(例)
• 標準ITシステムの無償提供
• 公教育でのIT教育の提供
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データ連携の打ち手の詳細化に際しては、データ連携課題が生じやすい業務プロセス
/業種、及び企業規模を考慮することが必要と推察。

出所：ADL
*：MDM(マスターデータマネジメントシステム)

打ち手(官)と各業務プロセス課題との関連性

打ち手の方向性

コーディネーションの促進

インセンティブの付与

公共財の提供

(例)
• 問題提起・ビジョン提示・目標設定
などによる意識改革

• 協議会・標準化団体などの設立支援

(例)
• ルール(規制、契約法)の制定
• 補助金、税制優遇、公共調達での
優遇措置

(例)
• 標準ITシステムの無償提供
• 公教育でのIT教育の提供

研究開発

設計開発

製造
（含需給・購買）

物流

販売・
サービス

営業・マーケ
商品企画

• (販売・サービスの課題に起因する課題)
‐ 顧客データや製品の稼働データを活用した研究開発ができない

• (販売・サービスの課題に起因する課題)
‐ 顧客データや製品の稼働データを活用した設計開発ができない

• 企業/部門ごとに異なる設計開発システム(CAD/PLM)
が使用され、設計データの一元管理ができない

• n次請けまで含めたサプライヤーを把握しきれない
• 工場により生産管理システム(MES)が異なり、

ERP(SCM)へのデータ統合が困難

• (業種共通課題)
‐ 物流業者からのデータ共有は到着予定時刻などに留まり、リアルタ
イムな製品位置情報は把握できず

‐ ジャストインタイムの資材搬入/製品搬出を目的とした、OEMから物
流会社への生産計画共有が希薄

• 間接販売の場合、メーカーが販売会社から詳細な顧
客データを取得できない

• メーカーが製品の稼働/アフターサービスに関わるデ
ータを取得できない

• (販売・サービスの課題に起因する課題)
‐ 顧客データや製品の稼働データを活用した商品・サービスの営業・
マーケ・商品企画ができない

データ連携課題 具体的な打ち手(官)

 ITシステム導入の補助金提供
 中小企業向け標準ERPシステムの提供

 (業界)標準フォーマットの制定
 API連携を行うITベンダーへの補助金

(※販売データを自社で取得できる場合)
 (CRM⇔ERP間のデータ整合性を担保を目的とした)

MDM*システム導入への補助金

 若年層向けIT/デジタル教育の強化
 社内向けIT教育への補助金

 データ連携の成功例/ベストプラクティスの提示

 データ連携不足に関する問題提起
 データ連携のベネフィット、データ連携の

ビジョンの提示

擦り合わせ型産業(自動車等)で根深い問題

部品点数・生産拠点の多い産業で根深い問題

間接販売/製品のデジタル化が難しい産業で根深い問題

IT投資予算が少ない中小企業に対し特に有効

IT投資予算が少ない中小企業に対し特に有効

IT投資の意思決定プロセスが冗長な大企業
に対し特に有効

全
業
務
プ
ロ
セ
ス
の

デ
ー
タ
連
携
課
題
と
関
連



Arthur D. Little has been at the forefront of innovation since 1886. 
We are an acknowledged thought leader in linking strategy, 
innovation and transformation in technology-intensive and 
converging industries. 
We navigate our clients through changing business ecosystems 
to uncover new growth opportunities. We enable our clients to 
build innovation capabilities and transform their organizations.

Our consultants have strong practical industry experience 
combined with excellent knowledge of key trends and dynamics. 
Arthur D. Little is present in the most important business centers 
around the world. We are proud to serve most of the Fortune 
1000 companies, in addition to other leading firms and public 
sector organizations.

For further information please visit www.adlittle.com.

Copyright © Arthur D. Little 2020. All rights reserved.

Contact: 
Arthur D. Little Japan, Inc.

Shiodome City Center 33F

1-5-2 Higashi Shimbashi, Minato-ku

105-7133 Tokyo

T: +81 3 6264-6300 (Reception)


